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(57)【要約】
　患者の消化管をナビゲートするように構成されるカプ
セル装置が開示される。加速度に基づいて前記カプセル
をオンにするためのシステム及び方法が記載される。ま
ず、前記カプセルは低速サンプリングモードで監視され
、次に、前記カプセルは高速サンプリングモードで監視
される。ユーザは手の動きを入力して加速度を変更して
前記カプセル装置をオンにすることができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　患者の消化管をナビゲートするように構成されるカプセルであって、
　前記カプセルの最長寸法である長さＬを有するハウジングと、
　第１の期間で第１の頻度で前記カプセルの３次元の加速度を検出する加速度センサであ
って、ｘ、ｙ、ｚの３軸を有し、ｚ軸が前記長さＬに平行であり、ｘ軸及びｙ軸が前記長
さＬに垂直である加速度センサと、
　前記加速度センサからの入力を受け取り、計算を実行し、前記カプセルが前記第１の期
間、第２の期間又は第３の期間のいずれにあるかと決定するように構成されるマイクロコ
ントローラユニットと、
　前記加速度センサ、前記マイクロコントローラユニット、及びカプセル開始ユニットに
電力を供給する電源と
を含むカプセル。
【請求項２】
　前記マイクロコントローラユニットは、前記第２の期間で第２の頻度で測定をするよう
前記加速度センサを指示することができ、前記第２の頻度は前記第１の頻度よりも大きい
、請求項１に記載のカプセル。
【請求項３】
　前記第１の頻度が０．２～１０Ｈｚである請求項１に記載のカプセル。
【請求項４】
　前記第２の頻度が１０～２００Ｈｚである請求項２に記載のカプセル。
【請求項５】
　前記カプセルは、外部装置から前記カプセル開始ユニットに指令を送信する無線通信ユ
ニットをさらに備える、請求項１に記載のカプセル。
【請求項６】
　前記カプセルは振動カプセルであり、振動モータをさらに含む、請求項１に記載のカプ
セル。
【請求項７】
　ＬＥＤを含むカプセル内視鏡である、請求項１に記載のカプセル。
【請求項８】
　前記第２の期間は、３秒未満である、請求項１に記載のカプセル。
【請求項９】
　前記第３の期間は、１０秒未満である、請求項１に記載のカプセル。
【請求項１０】
　カプセル内の３次元加速度センサの加速度データに基づいて、カプセルを非稼働状態か
ら稼働状態に切り替えることを含む方法であって、
　第１の期間にわたって第１の頻度でカプセルの３次元の加速度を監視し、第１の加速度
値を計算するステップと、
　前記第１の加速度値が第１の閾値よりも高い場合に、第２の期間にわたって第２の頻度
で前記カプセルの３次元の加速度を監視し、第２の加速度値を計算するステップと、
　前記第２の加速度値が第２の閾値よりも大きい場合に、カプセルを予備稼働状態に置く
ステップ
を含む方法。
【請求項１１】
　前記カプセルを前記予備稼働状態に置くステップは、さらに、無線通信ユニットを介し
てカプセルをオンにするように指示することを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記カプセルを前記予備稼働状態に置くステップは、さらに、前記カプセルをオンにす
る指令を提供するよう、前記カプセルのＬＥＤを使用して前記カプセルのユーザに要求す
ることを含む、請求項１０に記載の方法。
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【請求項１３】
　前記カプセルを前記予備稼働状態に置くステップは、さらに、前記カプセルをオンにす
るための確認として、前記カプセルの加速度を意図的に変える手の動きを入力するように
ユーザに要求することを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　さらに、ｘ軸及びｙ軸に沿って計算された合計加速度値が第３の臨界加速度値よりも高
い場合、カプセルをオンにするステップをさらに含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　１次元センサのみを有するカプセル装置が患者の消化管に配置される前に、当該カプセ
ル装置をオンにすることを含む、カプセル装置を使用する方法であって、
　カプセル装置を第１の方向に第１の向きに配置し、前記カプセル装置を上下に動かすス
テップと、
　カプセル装置を第１の方向に第２の向きに移動させ、前記カプセル装置を上下に移動さ
せるステップと、
を含み、
　前記第１の方向は、その輸送方向に対して垂直である、カプセル装置を使用する方法。
【請求項１６】
　前記カプセル装置を上下に移動させるステップは、その長さ方向に沿ったものである、
請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　第１の期間にわたって第１の頻度で前記カプセルの長さ方向に沿って第１の加速度デー
タを監視するステップをさらに含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記第１の加速度データが第１の閾値よりも高い場合にのみ、第２の期間にわたって第
２の頻度で前記カプセルの長さ方向に沿って第２の加速度データを監視することをさらに
含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第２の頻度は前記第１の頻度よりも大きい、請求項１８に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本特許出願は、医療関連用途に使用されるカプセル型装置の技術に関し、より詳細には
、カプセル装置を保存状態から稼働状態にするためのシステム及び方法の技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カプセル内視鏡検査は、患者の体内を検査するうえで非常に成功していることが証明さ
れているだけでなく、患者の小腸など、従来の標準的な内視鏡技術によって容易にアクセ
スできない消化管の区域又は部分を検査する際には、伝統的な内視鏡技術よりも明らかに
有利である。
【０００３】
　振動カプセルは、結腸壁に作用することによって、結腸のけいれんを軽減し、結腸運動
を促進し、便秘治療、排便、美容及び健康を促進することができる。さらに、振動カプセ
ルは、小腸蠕動を促進し、小腸による食物の吸収を減少させ、減量効果を達成し得ること
を示した。
【０００４】
　しかしながら、内視鏡型カプセルと振動型カプセルの両方について、保存又は貯蔵期間
の不必要な電力使用を低減することは依然として課題である。カプセル装置の消費電力は
、稼働期間の長さに比例する。できるだけ多くの電力を稼働期間のために節約し、稼働期
間と秘稼働期間を効果的に分けることが非常に実用的かつ重要であると一般に認識されて
いる。
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【０００５】
　言い換えれば、カプセルが本当に必要なときにカプセルを正確にオンにする必要があり
、そのほかは、保存又は貯蔵期間にカプセルを低消費電力に保つ必要がある。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明は、カプセル装置をオンにするためのシステム及び方法を提供する。
【０００７】
　本発明の一つの目的は、例えば少なくとも１年間の保存時間を維持するために、保存時
間において低消費電力を有することにより、長い保存時間を有するカプセル装置を提供す
ることである。
【０００８】
　本発明の別の目的は、誤ってカプセルをオンにすることなくカプセルを正確にオンにす
る方法を提供することである。
【０００９】
　本発明のさらに別の目的は、カプセルをオンにする方法が、最小の可能な電力を必要と
するだけでなく、ターンオンプロトコル（ｔｕｒｎ－ｏｎ　ｐｒｏｔｏｃｏｌ）が平均的
な消費者にとって採用し易いことでなければならないことである。
【００１０】
　本発明のさらに別の目的は、カプセル製造の重量又はコストのいずれかを増やす追加の
部分を必要としない、カプセル又はターンオンプロトコルをオンにする方法を提供するこ
とである。
【００１１】
　ここに開示されるカプセル装置をオンにするための方法は、原位置（ｉｎ　ｓｉｔｕ）
に配置された加速度センサによって検出された加速度データに基づいて、カプセルを非稼
働状態から稼働状態に変更することに関する。方法のステップは、カプセルが非稼働状態
にあることが分かっている場合に、低いサンプリング頻度で３次元でカプセルの加速度を
監視し、収集された加速度データが第１の閾値を上回るとき、測定サンプリング頻度を高
いサンプリング頻度に変更し、カプセルの加速度を３次元で監視し続け、高いサンプリン
グ頻度で収集された加速度データが続いて第２の閾値を超える場合、カプセルの使用者か
らの確認を要求することによって、カプセルを予備稼働状態に準備する。本方法では、低
いサンプリング頻度は好ましくは２～１０Ｈｚであり、高いサンプリング頻度は好ましく
は２０～１０００Ｈｚである。高いサンプリング頻度による検出の持続時間は３秒以下で
あり、予備稼働状態の持続時間は１０秒以下である。
【００１２】
　ここに開示され、上記方法と共に使用されるシステムは、２つ以上の異なる頻度で３次
元のカプセルの加速度を検出する加速度センサと、加速度センサからの入力を受け取り、
計算を実行し、第１及び第２の閾値と比較するように構成されるマイクロコントローラユ
ニットと、ユーザの確認を要求するカプセル開始ユニットと、加速度センサ、マイクロコ
ントローラユニット、及びカプセル開始ユニットに電力を供給する電源を含む。本発明に
おける加速度センサは、加速度計（ｇセンサ）である。
【００１３】
　本発明の一態様では、一例として、カプセル開始ユニットは、無線通信ユニットをさら
に備える。
【００１４】
　本発明の第２の態様では、一例として、上記方法は、無線通信ユニットを介してカプセ
ルをオンにするように指示するステップをさらに含む。
【００１５】
　本発明の第２の態様では、別の例として、上記方法は、カプセル内のＬＥＤを点灯させ
ることによってユーザからの確認を要求するステップをさらに含む。
【００１６】
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　本発明の第２の態様では、別の例として、上記方法は、カプセルを手に持っている間に
ユーザの手の動きを示唆し検出するユーザからの確認を要求するステップをさらに含む。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　本開示の例示的な実施形態は、添付の図面と併せて以下の詳細な説明からより明確に理
解されるであろう。
【００１８】
【図１】図１は、本発明の態様による例示的なカプセル装置の概略図を示す。
【００１９】
【図２】図２は、本発明の態様による一実施形態の方法のプロセスフロー図を図式的に示
す。
【００２０】
【図３】図３は、本発明の態様による別の実施形態の方法のプロセスフロー図を図式的に
示す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
［選択された実施例の詳細な説明］
　以下、添付の図面を参照して、標的位置に配置されるためのカプセル装置のためのシス
テムの選択された例とその使用方法を詳細に説明する。簡略化の目的のために、カプセル
装置は、生物医学的用途の文脈において説明される。すなわち、標的位置とは、生体内の
位置、例えば、消化管内の位置である。簡略化のために、ここに開示される医療装置は、
生体内に配置されるように設計されている。非侵襲的な送達方法の１つは、消化管に飲み
込むことである。したがって、ここに開示される医療装置は、その形状、寸法又はサイズ
を限定解釈すべきではないカプセルと呼ばれる。ここに開示されるカプセル装置及びその
使用方法は、原位置移動発生手段、当該移動発生手段を管理することができる制御モジュ
ール及び当該制御モジュールと通信するための無線通信モジュールが存在する限り、他の
多くの用途に適用することができる。
【００２２】
　本発明の範囲において、高速サンプリングモードとは、高いサンプリング頻度で測定デ
ータを収集することを意味し、低速サンプリングモードは、低いサンプリング頻度で測定
データを収集することを意味する。ある軸に沿った加速度データとは、その特定の軸に沿
って検出された加速度データである。結合された加速度値、又は結合された加速度データ
、又は合計加速度データは、個別の軸に沿った２つ以上の単一加速度値の計算された平方
根である。例えば、軸ａ（Ａａ）及び軸ｂ（Ａａ）に沿った個別の加速度値の合計加速度
は（ａｘ2＋ａｙ2＋ａｚ2）の平方根である。本発明の範囲において、センサデータが列
挙される場合、それは、１つの軸に沿った個別の加速度データでもあり得るし、又は２つ
以上の軸に沿った個別の加速度データが測定された後に計算された結合加速度データでも
あり得る。
【００２３】
　以下の検討は例示のためのものであり、限定として解釈されるべきではないことは、当
業者には理解されよう。本開示の範囲内の他の変更も適用可能である。
【００２４】
　カプセル装置を使用するための構造及び方法は、以下で詳細に説明される。図中の要素
は以下である。
【００２５】
　１００はカプセル装置である。
【００２６】
　１０２は加速度センサである。
【００２７】
　カプセルシステムは、患者の消化管内に配置されるように構成されるカプセル装置を含
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む。一実施形態では、カプセルは患者の体外に配置された外部操作システムと通信する。
一例では、外部装置は、スマートフォンなどのポータブル装置である。基本的なカプセル
装置は、無線通信ネットワークを介して外部操作システムと通信するように構成される。
【００２８】
　本発明は、カプセルが非稼働状態から稼働状態に効果的に変化することができるシステ
ム及び方法に関する。本発明では、カプセル装置の内部に配置されるセンサが用いられ、
当該センサは、マイクロコントローラユニットに接続され、当該マイクロコントローラユ
ニットは、加速度センサから入力を受け取るように構成される。測定された変化はセンサ
によって検出され、マイクロコントローラはこれに基づいて、カプセルが稼働状態又は非
稼働状態にされることが意図されるかを「推測」する。「推測」の手段は、異なる条件で
より多くの測定を行うための指令を送信すること、及び／又はユーザインタフェースを介
して又はユーザインタフェースを介さず、ユーザからコマンドを入力するための確認をユ
ーザに要求することである。
【００２９】
　本発明の態様によれば、一実施形態では、カプセルに封入されたセンサがモーションセ
ンサである。まず、モーションセンサは、通常の保存モーション値で較正される。一例で
は、モーションセンサがモーションデータを測定し、このセンサデータが保存モーション
値と比較され、次に、より多くの測定が必要であるか、又はユーザ確認を要求すべきかど
うかが決定される。
【００３０】
　本発明の目的は、低電力消費を維持し、保存又は貯蔵時間中の不必要な電力使用を減ら
し、使用者によって確認されたときには効果的にかつ正確的に非稼動期間から稼動期間に
変えることである。
【００３１】
　本発明の好ましい実施形態では、カプセルに封入されたセンサが加速度センサである。
一例では、加速度センサはまず通常の保存モーション値で較正される。一例では、加速度
が加速度データを測定し、このセンサデータが保存モーション値と比較され、次に、より
多くの測定が必要であるか、又はユーザ確認が送られるべきかどうかが決定される。
【００３２】
　センサが加速度センサである場合、別の例では、カプセル内部に配置された加速度セン
サによって検出された加速度データ、及び当該加速度データと第１の臨界加速度値との比
較に基づいて、カプセル内のマイクロコントローラは、より多くの測定が必要であるか、
又はユーザ確認を要求すべきかどうかを決定する。
【００３３】
　本発明は、カプセルを非稼働状態から稼働状態に変化させる方法、要するにはカプセル
をオンにする方法を開示する。方法ステップは、カプセルが非稼働状態にあることが分か
っているときに、まず第１のサンプリング頻度で３次元でカプセルの加速度を監視するス
テップを含む。収集された加速度データが第１の臨界加速度値以上であると判断された場
合には、異なる条件でより多くの測定が実行される。一例では、異なる条件でより多くの
測定を行うステップは、測定サンプリング頻度を第２のサンプリング頻度に変更して、３
次元でカプセルの加速度を引き続き監視することを含む。第２のサンプリング頻度での収
集された加速度データが続いて第２の臨界加速度値を超える場合、カプセルを予備稼働状
態に置く。カプセルを予備稼働状態に置くステップは、カプセルのユーザからの確認を要
求することを含む。本発明では、第２のサンプリング頻度は第１のサンプリング頻度より
も高く、これにより、加速度データはより明白に検出され、偽陽性又は偽陰性情報を回避
する。
【００３４】
　本方法において、一例では、第１のサンプリング頻度は０．２～１０Ｈｚである。別の
例では、第１のサンプリング頻度は０．２～８Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリ
ング頻度は０．２～６Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～５Ｈ
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ｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～４Ｈｚである。別の例では、
第１のサンプリング頻度は０．２～３Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度
は０．２～２Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～１Ｈｚである
。
【００３５】
　本方法において、一例では、第２のサンプリング頻度は１０～２０００Ｈｚである。別
の例では、第２のサンプリング頻度は１０～１０００Ｈｚである。別の例では、第２のサ
ンプリング頻度は１０～５００Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は１０
～２５０Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は１０～１２０Ｈｚである。
別の例では、第１のサンプリング頻度は１０～６０Ｈｚである。別の例では、第１のサン
プリング頻度は１０～４０Ｈｚである。別の例では、第２のサンプリング頻度は１０～２
０Ｈｚである。
【００３６】
　カプセルが第１のサンプリング頻度で監視される期間は、第１の加速度期間として定義
される。第１の加速度期間では、カプセルは非稼働状態にあり、非稼働状態は保存期間、
貯蔵期間、又は稼働期間の間の休止期間を含む。
【００３７】
　カプセルが第２のサンプリング頻度の下で監視される期間は、第２の加速度期間と定義
される。第２の加速度期間では、カプセルの加速度データは監視され続け、加速度データ
は収集され、第２の臨界加速度値と比較される。しかし、第２の加速度期間は、時間制限
を有する点で第１の加速度期間とは異なる。時間制限は、低消費電力要件によって駆動さ
れる。一例では、第２の加速度期間は５秒未満である。別の例では、第２の加速度期間は
４秒未満である。別の例では、第２の加速度期間は３秒未満である。別の例では、第２の
加速度期間は２秒未満である。
【００３８】
　カプセルが予備稼働状態に置かれた時間を第３の加速度期間と定義する。一般に、第３
の加速度期間は１０秒未満である。
【００３９】
　第３の加速度期間では、一例では、カプセルが予備稼働状態にコンディショニングされ
ている間、カプセルの加速データは監視され続け、加速データは収集され続け、第３又は
第４の臨界加速度値と比較される。１つの例では、ａ軸とｂ軸の両方の加速度値が収集さ
れ、合計加速度値が計算された後に第３の臨界加速度値と比較される。別の例では、個別
の軸上の加速度値が測定され、収集され、第４の臨界加速度値と比較される。さらに別の
例では、２つ以上の軸、例えばａ軸及びｂ軸の両方の加速度値が収集され、合計加速度値
が計算された後に第３の臨界加速度値と比較され、当該合計加速度値が第３の臨界加速度
値以上である場合には、２つの個別の軸に沿った個別の加速度データが測定され、第４の
臨界加速度値と比較される。より多くの個別の加速度データを収集し、個別の測定データ
を個別の閾値データと比較することは、カプセルをオンにすることを確認する要求に従っ
て、カプセルが特定のパターンで加速されているかどうかを効果的に判定することができ
る。そうすることにより、偽陽性の結果が最小限に抑えられ、又は実際に排除される。こ
の期間において、個別の加速度データは、意図的に、予め定められた第３又は第４の臨界
加速度値よりも大きな加速度データを加速度センサに検出させるよう、一連の手の動きに
よってユーザによって作成される。
【００４０】
　第３の加速度期間では、カプセルが予備稼働状態でコンディショニングされている間、
第２の例として、カプセルは加速データのために監視され続けるか、カプセルがオンにさ
れることが意図される場合、加速データが収集されず、無線通信モジュールがオンにされ
、ユーザに確認を要求する。このようなステップは、カプセルと外部ユーザインタフェー
スとの間の無線通信ユニットをオンにすることと、カプセルをオンにするためのコマンド
を外部ユーザインタフェースから受信することを含む。
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【００４１】
　第３の加速期間では、第２の例として、カプセルは加速データのために監視され続ける
か、カプセルがオンにされることが意図される場合、加速データが収集されず、無線通信
モジュールがオンにされ、ユーザに確認を要求する。このようなステップは、カプセル内
のＬＥＤをオンにしてユーザにアラートを送り、及び／又は確認を要求することと、　ユ
ーザに外部ユーザインタフェースを介してコマンドを入力するよう要求するか、又はユー
ザに手の動きを入力するよう要求して、カプセル装置をオンにすることを確認することを
含む。一例では、ＬＥＤライトは、ユーザからのさらなる入力を要求するために２回点滅
する。
【００４２】
　ここに開示される手の動きについては、要求された結合された加速度データ又は個別の
異なる軸の加速度データを生成するものであることが要求され、当該結合された加速度デ
ータ又は個別の加速度データは、カプセルが非稼働状態にある間に検出されることができ
る加速度データと著しく且つ測定可能に異なるものである。
【００４３】
　一例では、第３及び／又は第４の臨界加速度値は、３～５ｇの間に設定されているので
、保存又は貯蔵時間内の輸送によって発生する加速度の値から測定可能に異なる。ここで
ｇは地球上の重力加速度９．８ｍ／ｓ2をいう。
【００４４】
　別の例では、閾値は、ある加速度値だけでなく、ある加速度の方向でもあり、当該加速
度の方向は、保存又は貯蔵時間内の輸送によって生成され得るあらゆる方向とは区別され
る。例えば、閾値方向要件は、地面レベルに対して非常に厳密に垂直であり、カプセルを
上下に動かす手の動きを示す。別の例では、閾値方向要件は、地面レベルに対して非常に
厳密に水平であり、カプセルを左右に動かす手の動きを示す。
【００４５】
　別の例では、カプセルがオンにされるべきであるときは、カプセルが予備稼働状態にコ
ンディショニングされ、ユーザの確認の準備ができている。確認プロトコルは、カプセル
が誤って誤ってオンにされないように、特定のシーケンス内に複数の手の動きを含むこと
ができる。収集された結合や個別の加速度データ、又は加速度の方向が、他の予期しない
状況とはそれほど区別できない場合であっても、加速度データ及び加速度方向の個々の事
象のシーケンスを使用して、センサデータが、カプセル装置をオンにすることを確認する
ユーザの手の動きからのものであるかどうかを正確に判定することができる。
【００４６】
　消費電力を節約するために、第３の加速度期間は予め設定された制限時間を有する。第
３の加速度期間の予め設定された制限時間が終了すると、カプセルは非稼働状態に戻され
、すなわち、第１の期間で第１のサンプリング頻度でカプセルの３次元の加速度を監視し
、第１の加速度値を計算することを含む非動作状態に戻される。第３の加速度期間の時間
制限又は間隔は、約５秒～１分である。一例では、第３の加速期間の時間制限又は間隔は
約１０秒である。
【００４７】
　図２及び図３は、ここに開示された方法の実際の例を示す。一実施形態では、この方法
は以下のステップを含む。すなわち、低速サンプルモードでの第１の加速度データの検出
する；第１の加速度データが第１の臨界加速度値以上であれば、高速サンプルモードで第
２加速度データを収集する；２つ以上の軸についての結合された加速度データが第２の臨
界加速度値よりも大きい場合には、カプセルを予備稼働状態に置く；カプセルと外部ユー
ザインタフェースとの間の無線通信ユニットをオンにする；カプセルをオンにするための
コマンドを外部ユーザインタフェースから受信する；カプセルをオンにする。結合された
加速度データが第２の閾値未満である場合、カプセルを、第１の期間にわたって低速サン
プルモードでカプセルの加速度を３次元で監視し、第１の加速度値を計算することを含む
非作動状態に戻す。
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【００４８】
　別の実施形態では、ここに開示される方法は、以下のステップを含む。第２の期間で高
速サンプルモードの下で、個々の加速軸に沿った個々の加速度データの第２のグループを
検出する；第２の期間における第２の個別加速度データのグループに基づく合計加速度デ
ータが、５ｇである第２の臨界加速度値を超えているかどうかを判定する（ここでｇは地
球上の重力加速度９．８ｍ／ｓ2をいう）；第３の加速度データのグループを生成するた
めの１つ以上の手の動きの入力をユーザに要求する；第３のグループの水平方向加速度デ
ータと垂直方向加速度データとを検出する；第３のグループの水平方向加速度データと垂
直方向加速度データの結合された加速度データが第３の臨界加速度値を超える場合には、
カプセルをオンにする；そうでない場合には、カプセルを、第１の期間にわたって低速サ
ンプルモードでカプセルの加速度を３次元で監視し、第１の加速度値を計算することを含
む非作動状態に戻す；第１の加速度データが第１の臨界加速度値を超えると、高速サンプ
ルモードでカプセルを監視する。
【００４９】
　本発明はまた、前述の方法ステップを実施するシステムに関する。システムはカプセル
装置を含む。任意的には、システムは、カプセル装置との通信に使用される外部ユーザイ
ンタフェースをさらに含む。
【００５０】
　カプセル装置は、患者の消化管をナビゲートするように構成される。カプセル装置は、
ハウジングと、加速度センサと、マイクロコントローラユニットと、電源とを備える。本
発明の態様によれば、ハウジングは、カプセルの最長寸法である長さＬを有する。加速度
センサは、第１の期間において第１の頻度でカプセルの３次元の加速度を検出するように
構成され、加速度センサは３つの軸ｘ、ｙ、ｚを有する。加速度センサのｚ軸は、カプセ
ルハウジングの長さＬに平行であり、加速度センサのｘ軸及びｙ軸は、カプセルハウジン
グの長さＬに対して垂直である。マイクロコントローラユニットは、加速度センサに接続
され、加速度センサからの入力を受け取り、計算を実行し、カプセルの現在の状態を決定
するように構成される。現在の状態は、第１の期間、第２の期間又は第３の期間を含む。
カプセル装置はまた、加速度センサ、マイクロコントローラユニット及びカプセル開始ユ
ニットに電力を供給する電源を備える。　カプセル初期化ユニットは、カプセルの予備稼
働状態で動作する。カプセル開始ユニットは、さらなる情報を要求するためにカプセルの
ユーザにアラートを送信する。
【００５１】
　本発明の一態様では、カプセル装置は、三次元センサを備える。
【００５２】
　一実施形態では、カプセル開始ユニットは、外部ユーザインタフェースに情報を送り、
外部ユーザインタフェースからコマンドを受信する無線通信モジュールを含む。
【００５３】
　別の実施形態では、カプセル開始ユニットは、カプセルハウジング内にあるＬＥＤライ
トを含み、このＬＥＤライトが点灯され、予備稼働状態にカプセルがコンディショニング
されていることをユーザにアラート又は通知し、ユーザインタフェースからの又は手の動
きによる入力を含むさらなる確認を要求する。
【００５４】
　ここに開示されるカプセル装置は、モータを備える振動カプセルである。
【００５５】
　ここに開示されるカプセル装置は、イメージセンサを備えるカプセル型内視鏡である。
【００５６】
　ここに開示されたカプセル装置は、カプセル機能コンポーネント及びカプセル構造コン
ポーネントを含む。本発明の態様によれば、カプセルは、任意の形状及び幾何学形状を有
することができる。カプセル装置のハウジングには、ダイヤモンド状、楕円形、長尺状、
水雷形（ｍａｒｑｕｉｓｅ）、ダンベル形などが含まれるが、これらに限定されない。一
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例では、図１に示すように、カプセル装置は長尺状であり、２つのハーフドーム状の端部
を有する。図１を参照すると、カプセル装置のハウジングは、前端部及び後端部を有する
。カプセルは、Ｌと表記される長さを有する。加速度センサは、カプセルの内部に配置さ
れ、３つの軸ｘ、ｙ、ｚを有し、ｚ軸はカプセル長Ｌに垂直であり、ｘ軸及びｙ軸はカプ
セル長Ｌに平行である。カプセルの長さは、カプセルを保護するハウジングの長さから測
定される。本発明において、カプセル装置のハウジングは、カプセル装置の長さに沿った
軸を有する。
【００５７】
　本発明の態様によれば、カプセル装置は、患者の消化管内に配置され得る限り、任意の
寸法又はサイズを有することができる。例えば、嚥下などの非侵襲的方法でカプセル装置
を患者の消化管内に導入することが好ましい。ここで、患者には、ヒトと動物の両方が含
まれる。図１を参照すると、カプセル装置は、その前端部から後端部までの長さを有する
。一例では、カプセル装置の長さは２７．６ｍｍである。図１を参照すると、カプセル装
置は、２つのハーフドーム状の端部を有する。ハーフドーム状の端部の直径は、カプセル
装置の直径である。一例では、カプセル装置の直径は、約１１．８ｍｍである。
【００５８】
　本発明の態様によれば、カプセル装置は、動いたり振動したりするときに患者に重大な
不快感を引き起こさない限り、どのような重量のものであってもよい。重量は、カプセル
軸に沿って、及びカプセル軸の周りに分配される。図１に示すように、電源ユニット、加
速度センサ及び他の機能ユニットは、カプセル装置の長さに沿って配置される。一例では
、カプセルの重量は６ｇ未満である。別の例では、カプセルの重量は５ｇ未満である。さ
らに別の例では、カプセルの重量は４．５ｇ未満である。さらに、ここに開示されるカプ
セル装置は、消化管壁をマッサージして生体内消化状態を改善するための攪拌又は動きの
いずれかを生成するように構成される。一例では、カプセルの重量は２ｇを超える。別の
例では、カプセルの重量は３ｇ未満である。さらに別の例では、カプセルの重量は４ｇ未
満である。さらに別の例では、カプセルの重量は４．５ｇを超える。
【００５９】
　一実施形態では、電力供給ユニットは、電力管理ユニットを介してカプセル装置内のす
べてのカプセル機能ユニットに電力を供給する。一例では、電力管理ユニットは、極低電
力消費を達成するためにカプセルの電力使用を管理するためのマイクロコントローラ及び
他のユニットを含む。
【００６０】
　本発明の態様によれば、ここに開示される無線通信ユニットは、Ｒｆ通信方法、ＡＣ電
流磁界相互作用方法、及び／又は胴体接触電極方法から選択することができる。一実施形
態では、無線通信ユニットは、Ｒｆアンテナ、Ｒｆトランシーバモジュール、ＰＣＢ上の
ビルドイン又は独立のマイクロコントローラを含む。無線通信部を介して、カプセル装置
は、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）装置との接続を確立することができ、このＢｌｕｅ
ｔｏｏｔｈ装置は今度、スマートフォン又はインターネットデータセンター又はクラウド
サーバセンターのような外部ユーザインタフェースなどの外部ユーザインタフェースと通
信する。Ｒｆトランシーバは、通信サンプリング周波数として４３３ＭＨｚ又は２．４Ｇ
Ｈｚのいずれかを使用できる。
【００６１】
　別の実施形態では、無線通信ユニットは、カプセル装置の現在の状態を識別するために
センサデータを比較して計算するマイクロコントローラユニットから情報を受信する。
【００６２】
　一実施形態では、外部デバイスの外部ユーザインタフェースは、データセンター又はク
ラウドサービスセンターを有するネットワークにさらに接続されたスマートフォンユーザ
インタフェースである。外部装置は、無線通信ユニットから特定の個別のカプセル識別情
報を取り出すことができるユーザ固有の装置である。ユーザは、カプセルの装置をオンに
するための確認として手の動き又は選好のユーザ特定シーケンスをカスタマイズすること
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ができる。
【００６３】
　本発明の一態様では、カプセル装置は、３次元加速度センサを含み、加速度センサは、
３次元の３つの軸を有し、３次元の加速度を検出することができる。本発明の別の態様で
は、加速度センサは１次元センサのみである。１次元センサは、１つの軸のみを有し、１
次元の加速度しか検出することができない。カプセル内で１次元センサが使用される場合
、方向は、カプセルの長さ方向に平行なｚ方向として示される。
【００６４】
　一実施形態において、一次元加速度センサのみを含むカプセル装置を使用する方法は、
その長さ方向に沿うが相反する方向にある加速度データを２回収集することによってカプ
セルをオンにすることを含む。例えば、カプセル装置の使用者は、カプセルをその長さ方
向に保持することで、その長さ方向が垂直に位置するようにしてから、カプセルを上下に
動かすことができる。その後、カプセルを反転させて、同じ手の動きを再び行うことがで
きる。この実施形態では、カプセルが包装されて出荷されるとき、カプセルは、その長さ
方向が垂直ではなく水平であるように横たわっている。その後、カプセルをオンにする必
要があるとき、カプセルをその長さ方向に上下に動かすことで、加速度を作り出すことが
できる。次に、カプセルを１８０度回転させ、手の動きを再び作り出す。個々の手の動き
によって生成された加速度は、直後に続く第２の動きと組み合わされて、通常の輸送中に
遭遇しないカプセル動きパターンを共同で作り出す。
【００６５】
　前述のカプセル装置を使用する方法では、加速度センサが検出するサンプル速度又はサ
ンプル頻度は、特定のユーザ又は地理的情報を有する履歴ファイルに格納することができ
る。
【００６６】
　上記の検討は実証目的のためのものであり、上で検討した例は多くの可能な例のいくつ
かであることは、当業者には理解されるであろう。他の変形も適用可能である。
【００６７】
　本明細書において、「一実施形態」、「実施形態」、「例示的実施形態」などの参照は
、実施形態に関連して説明される特定の特徴、構造、又は特性が、本発明の少なくとも１
つの実施形態に含まれることを意味する。本明細書の様々な場所におけるそのようなフレ
ーズの出現は、すべて同じ実施形態を参照するものではない。さらに、特定の特徴、構造
、又は特性が任意の実施形態に関連して記載されている場合、当業者の知識の範囲内で、
そのような特徴、構造、又は特性を、他の実施形態の特徴、構造、又は特性に応用できる
ことが提示される。さらに、理解を容易にするために、特定の方法手順は独立の手順によ
り線引きされている場合があるが、これらの線引きされた手順は、必ずしも順序に依存し
て行うものと解釈されるべきではない。すなわち、いくつかの手順は、代替の順序付けや
、同時などで実行することができる。さらに、例示的な図は、本開示の実施形態による様
々な方法を示している。このような例示的な方法の実施形態は、本明細書に記載されてお
り、対応する装置の実施形態に適用することができるが、方法の実施形態を限定すること
を意図しない。
【００６８】
　本発明のいくつかの実施形態を図示し説明したが、当業者であれば、本発明の原理及び
思想から逸脱することなくこれらの実施形態に変更を加えることができることが理解され
よう。したがって、前述の実施形態は、本明細書に記載される本発明を限定するのではな
く、すべての点で例示的であると考えられるべきである。したがって、本発明の範囲は、
前述の記載ではなく添付の特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲の意味及び均
等物の範囲内に入るすべての変更は、包含されることが意図される。本開示において用い
られるように、用語「好ましくは」は非排他的であり、「好ましくは、しかし限定されな
い」ことを意味する。特許請求の範囲における用語は、本明細書に記載された一般的な発
明概念と一致する最も広い解釈を与えられるべきである。例えば、「結合された」及び「
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接続する」という用語（及びそれらの派生語）は、直接的及び間接的な接続／結合の両方
を意味するために使用される。別の例として、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」及び「含む（
ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、それら派生語及び類似する中間的な意味を有する用語又は語句
は、「含む」と同義語として使用される（すなわち、すべて「オープン」と考えられる）
。「からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」及び「本質的にからなる（ｃｏｎｓｉｓ
ｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」というフレーズのみが「クローズド」と考
えられるべきである。「…のための手段（ｍｅａｎｓ　ｆｏｒ）」及び関連する機能がク
レームに現れ、クレームがそのような機能を実行するのに十分な構造を提示しない場合で
ない限り、クレームは１１２条６段落（機能的クレーム）により解釈されることを意図す
るものではない。

【図１】 【図２】



(13) JP 2019-517866 A 2019.6.27

【図３】

【手続補正書】
【提出日】平成30年12月7日(2018.12.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本特許出願は、医療関連用途に使用されるカプセル型装置の技術に関し、より詳細には
、カプセル装置を保存状態から稼働状態にするためのシステム及び方法の技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カプセル内視鏡検査は、患者の体内を検査するうえで非常に成功していることが証明さ
れているだけでなく、患者の小腸など、従来の標準的な内視鏡技術によって容易にアクセ
スできない消化管の区域又は部分を検査する際には、伝統的な内視鏡技術よりも明らかに
有利である。
【０００３】
　振動カプセルは、結腸壁に作用することによって、結腸のけいれんを軽減し、結腸運動
を促進し、便秘治療、排便、美容及び健康を促進することができる。さらに、振動カプセ
ルは、小腸蠕動を促進し、小腸による食物の吸収を減少させ、減量効果を達成し得ること
を示した。
【０００４】
　しかしながら、内視鏡型カプセルと振動型カプセルの両方について、保存又は貯蔵期間
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の不必要な電力使用を低減することは依然として課題である。カプセル装置の消費電力は
、稼働期間の長さに比例する。できるだけ多くの電力を稼働期間のために節約し、稼働期
間と秘稼働期間を効果的に分けることが非常に実用的かつ重要であると一般に認識されて
いる。
【０００５】
　言い換えれば、カプセルが本当に必要なときにカプセルを正確にオンにする必要があり
、そのほかは、保存又は貯蔵期間にカプセルを低消費電力に保つ必要がある。
【発明の概要】
【０００６】
　本発明は、カプセル装置をオンにするためのシステム及び方法を提供する。
【０００７】
　本発明の一つの目的は、例えば少なくとも１年間の保存時間を維持するために、保存時
間において低消費電力を有することにより、長い保存時間を有するカプセル装置を提供す
ることである。
【０００８】
　本発明の別の目的は、誤ってカプセルをオンにすることなくカプセルを正確にオンにす
る方法を提供することである。
【０００９】
　本発明のさらに別の目的は、カプセルをオンにする方法が、最小の可能な電力を必要と
するだけでなく、ターンオンプロトコル（ｔｕｒｎ－ｏｎ　ｐｒｏｔｏｃｏｌ）が平均的
な消費者にとって採用し易いことでなければならないことである。
【００１０】
　本発明のさらに別の目的は、カプセル製造の重量又はコストのいずれかを増やす追加の
部分を必要としない、カプセル又はターンオンプロトコルをオンにする方法を提供するこ
とである。
【００１１】
　ここに開示されるカプセル装置をオンにするための方法は、原位置（ｉｎ　ｓｉｔｕ）
に配置された加速度センサによって検出された加速度データに基づいて、カプセルを非稼
働状態から稼働状態に変更することに関する。方法のステップは、カプセルが非稼働状態
にあることが分かっている場合に、低いサンプリング頻度で３次元でカプセルの加速度を
監視し、収集された加速度データが第１の閾値を上回るとき、測定サンプリング頻度を高
いサンプリング頻度に変更し、カプセルの加速度を３次元で監視し続け、高いサンプリン
グ頻度で収集された加速度データが続いて第２の閾値を超える場合、カプセルの使用者か
らの確認を要求することによって、カプセルを予備稼働状態に準備する。本方法では、低
いサンプリング頻度は好ましくは２～１０Ｈｚであり、高いサンプリング頻度は好ましく
は２０～１０００Ｈｚである。高いサンプリング頻度による検出の持続時間は３秒以下で
あり、予備稼働状態の持続時間は１０秒以下である。
【００１２】
　ここに開示され、上記方法と共に使用されるシステムは、２つ以上の異なる頻度で３次
元のカプセルの加速度を検出する加速度センサと、加速度センサからの入力を受け取り、
計算を実行し、第１及び第２の閾値と比較するように構成されるマイクロコントローラユ
ニットと、ユーザの確認を要求するカプセル開始ユニットと、加速度センサ、マイクロコ
ントローラユニット、及びカプセル開始ユニットに電力を供給する電源を含む。本発明に
おける加速度センサは、加速度計（ｇセンサ）である。
【００１３】
　本発明の一態様では、一例として、カプセル開始ユニットは、無線通信ユニットをさら
に備える。
【００１４】
　本発明の第２の態様では、一例として、上記方法は、無線通信ユニットを介してカプセ
ルをオンにするように指示するステップをさらに含む。
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【００１５】
　本発明の第２の態様では、別の例として、上記方法は、カプセル内のＬＥＤを点灯させ
ることによってユーザからの確認を要求するステップをさらに含む。
【００１６】
　本発明の第２の態様では、別の例として、上記方法は、カプセルを手に持っている間に
ユーザの手の動きを示唆し検出するユーザからの確認を要求するステップをさらに含む。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　本開示の例示的な実施形態は、添付の図面と併せて以下の詳細な説明からより明確に理
解されるであろう。
【００１８】
【図１】図１は、本発明の態様による例示的なカプセル装置の概略図を示す。
【００１９】
【図２】図２は、本発明の態様による一実施形態の方法のプロセスフロー図を図式的に示
す。
【００２０】
【図３】図３は、本発明の態様による別の実施形態の方法のプロセスフロー図を図式的に
示す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
［選択された実施例の詳細な説明］
　以下、添付の図面を参照して、標的位置に配置されるためのカプセル装置のためのシス
テムの選択された例とその使用方法を詳細に説明する。簡略化の目的のために、カプセル
装置は、生物医学的用途の文脈において説明される。すなわち、標的位置とは、生体内の
位置、例えば、消化管内の位置である。簡略化のために、ここに開示される医療装置は、
生体内に配置されるように設計されている。非侵襲的な送達方法の１つは、消化管に飲み
込むことである。したがって、ここに開示される医療装置は、その形状、寸法又はサイズ
を限定解釈すべきではないカプセルと呼ばれる。ここに開示されるカプセル装置及びその
使用方法は、原位置移動発生手段、当該移動発生手段を管理することができる制御モジュ
ール及び当該制御モジュールと通信するための無線通信モジュールが存在する限り、他の
多くの用途に適用することができる。
【００２２】
　本発明の範囲において、高速サンプリングモードとは、高いサンプリング頻度で測定デ
ータを収集することを意味し、低速サンプリングモードは、低いサンプリング頻度で測定
データを収集することを意味する。ある軸に沿った加速度データとは、その特定の軸に沿
って検出された加速度データである。結合された加速度値、又は結合された加速度データ
、又は合計加速度データは、個別の軸に沿った２つ以上の単一加速度値の計算された平方
根である。例えば、軸ａ（Ａａ）及び軸ｂ（Ａｂ）に沿った個別の加速度値の合計加速度
は（ａｘ2＋ａｙ2＋ａｚ2）の平方根である（ここで、式中のａは対応する軸ａ（Ａａ）
及び軸ｂ（Ａｂ）を示す。）。本発明の範囲において、センサデータが列挙される場合、
それは、１つの軸に沿った個別の加速度データでもあり得るし、又は２つ以上の軸に沿っ
た個別の加速度データが測定された後に計算された結合加速度データでもあり得る。
【００２３】
　以下の検討は例示のためのものであり、限定として解釈されるべきではないことは、当
業者には理解されよう。本開示の範囲内の他の変更も適用可能である。
【００２４】
　カプセル装置を使用するための構造及び方法は、以下で詳細に説明される。図中の要素
は以下である。
【００２５】
　１００はカプセル装置である。



(16) JP 2019-517866 A 2019.6.27

【００２６】
　１０２は加速度センサである。
【００２７】
　カプセルシステムは、患者の消化管内に配置されるように構成されるカプセル装置を含
む。一実施形態では、カプセルは患者の体外に配置された外部操作システムと通信する。
一例では、外部装置は、スマートフォンなどのポータブル装置である。基本的なカプセル
装置は、無線通信ネットワークを介して外部操作システムと通信するように構成される。
【００２８】
　本発明は、カプセルが非稼働状態から稼働状態に効果的に変化することができるシステ
ム及び方法に関する。本発明では、カプセル装置の内部に配置されるセンサが用いられ、
当該センサは、マイクロコントローラユニットに接続され、当該マイクロコントローラユ
ニットは、加速度センサから入力を受け取るように構成される。測定された変化はセンサ
によって検出され、マイクロコントローラはこれに基づいて、カプセルが稼働状態又は非
稼働状態にされることが意図されるかを「推測」する。「推測」の手段は、異なる条件で
より多くの測定を行うための指令を送信すること、及び／又はユーザインタフェースを介
して又はユーザインタフェースを介さず、ユーザからコマンドを入力するための確認をユ
ーザに要求することである。
【００２９】
　本発明の態様によれば、一実施形態では、カプセルに封入されたセンサがモーションセ
ンサである。まず、モーションセンサは、通常の保存モーション値で較正される。一例で
は、モーションセンサがモーションデータを測定し、このセンサデータが保存モーション
値と比較され、次に、より多くの測定が必要であるか、又はユーザ確認を要求すべきかど
うかが決定される。
【００３０】
　本発明の目的は、低電力消費を維持し、保存又は貯蔵時間中の不必要な電力使用を減ら
し、使用者によって確認されたときには効果的にかつ正確的に非稼動期間から稼動期間に
変えることである。
【００３１】
　本発明の好ましい実施形態では、カプセルに封入されたセンサが加速度センサである。
一例では、加速度センサはまず通常の保存モーション値で較正される。一例では、加速度
が加速度データを測定し、このセンサデータが保存モーション値と比較され、次に、より
多くの測定が必要であるか、又はユーザ確認が送られるべきかどうかが決定される。
【００３２】
　センサが加速度センサである場合、別の例では、カプセル内部に配置された加速度セン
サによって検出された加速度データ、及び当該加速度データと第１の臨界加速度値との比
較に基づいて、カプセル内のマイクロコントローラは、より多くの測定が必要であるか、
又はユーザ確認を要求すべきかどうかを決定する。
【００３３】
　本発明は、カプセルを非稼働状態から稼働状態に変化させる方法、要するにはカプセル
をオンにする方法を開示する。方法ステップは、カプセルが非稼働状態にあることが分か
っているときに、まず第１のサンプリング頻度で３次元でカプセルの加速度を監視するス
テップを含む。収集された加速度データが第１の臨界加速度値以上であると判断された場
合には、異なる条件でより多くの測定が実行される。一例では、異なる条件でより多くの
測定を行うステップは、測定サンプリング頻度を第２のサンプリング頻度に変更して、３
次元でカプセルの加速度を引き続き監視することを含む。第２のサンプリング頻度での収
集された加速度データが続いて第２の臨界加速度値を超える場合、カプセルを予備稼働状
態に置く。カプセルを予備稼働状態に置くステップは、カプセルのユーザからの確認を要
求することを含む。本発明では、第２のサンプリング頻度は第１のサンプリング頻度より
も高く、これにより、加速度データはより明白に検出され、偽陽性又は偽陰性情報を回避
する。
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【００３４】
　本方法において、一例では、第１のサンプリング頻度は０．２～１０Ｈｚである。別の
例では、第１のサンプリング頻度は０．２～８Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリ
ング頻度は０．２～６Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～５Ｈ
ｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～４Ｈｚである。別の例では、
第１のサンプリング頻度は０．２～３Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度
は０．２～２Ｈｚである。別の例では、第１のサンプリング頻度は０．２～１Ｈｚである
。
【００３５】
　本方法において、一例では、第２のサンプリング頻度は１０～２０００Ｈｚである。別
の例では、第２のサンプリング頻度は１０～１０００Ｈｚである。別の例では、第２のサ
ンプリング頻度は１０～５００Ｈｚである。別の例では、第２のサンプリング頻度は１０
～２５０Ｈｚである。別の例では、第２のサンプリング頻度は１０～１２０Ｈｚである。
別の例では、第２のサンプリング頻度は１０～６０Ｈｚである。別の例では、第２のサン
プリング頻度は１０～４０Ｈｚである。別の例では、第２のサンプリング頻度は１０～２
０Ｈｚである。
【００３６】
　カプセルが第１のサンプリング頻度で監視される期間は、第１の加速度期間として定義
される。第１の加速度期間では、カプセルは非稼働状態にあり、非稼働状態は保存期間、
貯蔵期間、又は稼働期間の間の休止期間を含む。
【００３７】
　カプセルが第２のサンプリング頻度の下で監視される期間は、第２の加速度期間と定義
される。第２の加速度期間では、カプセルの加速度データは監視され続け、加速度データ
は収集され、第２の臨界加速度値と比較される。しかし、第２の加速度期間は、時間制限
を有する点で第１の加速度期間とは異なる。時間制限は、低消費電力要件によって駆動さ
れる。一例では、第２の加速度期間は５秒未満である。別の例では、第２の加速度期間は
４秒未満である。別の例では、第２の加速度期間は３秒未満である。別の例では、第２の
加速度期間は２秒未満である。
【００３８】
　カプセルが予備稼働状態に置かれた時間を第３の加速度期間と定義する。一般に、第３
の加速度期間は１０秒未満である。
【００３９】
　第３の加速度期間では、一例では、カプセルが予備稼働状態にコンディショニングされ
ている間、カプセルの加速データは監視され続け、加速データは収集され続け、第３又は
第４の臨界加速度値と比較される。１つの例では、ａ軸とｂ軸の両方の加速度値が収集さ
れ、合計加速度値が計算された後に第３の臨界加速度値と比較される。別の例では、個別
の軸上の加速度値が測定され、収集され、第４の臨界加速度値と比較される。さらに別の
例では、２つ以上の軸、例えばａ軸及びｂ軸の両方の加速度値が収集され、合計加速度値
が計算された後に第３の臨界加速度値と比較され、当該合計加速度値が第３の臨界加速度
値以上である場合には、２つの個別の軸に沿った個別の加速度データが測定され、第４の
臨界加速度値と比較される。より多くの個別の加速度データを収集し、個別の測定データ
を個別の閾値データと比較することは、カプセルをオンにすることを確認する要求に従っ
て、カプセルが特定のパターンで加速されているかどうかを効果的に判定することができ
る。そうすることにより、偽陽性の結果が最小限に抑えられ、又は実際に排除される。こ
の期間において、個別の加速度データは、意図的に、予め定められた第３又は第４の臨界
加速度値よりも大きな加速度データを加速度センサに検出させるよう、一連の手の動きに
よってユーザによって作成される。
【００４０】
　第３の加速度期間では、カプセルが予備稼働状態でコンディショニングされている間、
第２の例として、カプセルは加速データのために監視され続けるか、カプセルがオンにさ
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れることが意図される場合、加速データが収集されず、無線通信モジュールがオンにされ
、ユーザに確認を要求する。このようなステップは、カプセルと外部ユーザインタフェー
スとの間の無線通信ユニットをオンにすることと、カプセルをオンにするためのコマンド
を外部ユーザインタフェースから受信することを含む。
【００４１】
　第３の加速期間では、第２の例として、カプセルは加速データのために監視され続ける
か、カプセルがオンにされることが意図される場合、加速データが収集されず、無線通信
モジュールがオンにされ、ユーザに確認を要求する。このようなステップは、カプセル内
のＬＥＤをオンにしてユーザにアラートを送り、及び／又は確認を要求することと、ユー
ザに外部ユーザインタフェースを介してコマンドを入力するよう要求するか、又はユーザ
に手の動きを入力するよう要求して、カプセル装置をオンにすることを確認することを含
む。一例では、ＬＥＤライトは、ユーザからのさらなる入力を要求するために２回点滅す
る。
【００４２】
　ここに開示される手の動きについては、要求された結合された加速度データ又は個別の
異なる軸の加速度データを生成するものであることが要求され、当該結合された加速度デ
ータ又は個別の加速度データは、カプセルが非稼働状態にある間に検出されることができ
る加速度データと著しく且つ測定可能に異なるものである。
【００４３】
　一例では、第３及び／又は第４の臨界加速度値は、３～５ｇの間に設定されているので
、保存又は貯蔵時間内の輸送によって発生する加速度の値から測定可能に異なる。ここで
ｇは地球上の重力加速度９．８ｍ／ｓ2をいう。
【００４４】
　別の例では、閾値は、ある加速度値だけでなく、ある加速度の方向でもあり、当該加速
度の方向は、保存又は貯蔵時間内の輸送によって生成され得るあらゆる方向とは区別され
る。例えば、閾値方向要件は、地面レベルに対して非常に厳密に垂直であり、カプセルを
上下に動かす手の動きを示す。別の例では、閾値方向要件は、地面レベルに対して非常に
厳密に水平であり、カプセルを左右に動かす手の動きを示す。
【００４５】
　別の例では、カプセルがオンにされるべきであるときは、カプセルが予備稼働状態にコ
ンディショニングされ、ユーザの確認の準備ができている。確認プロトコルは、カプセル
が誤って誤ってオンにされないように、特定のシーケンス内に複数の手の動きを含むこと
ができる。収集された結合や個別の加速度データ、又は加速度の方向が、他の予期しない
状況とはそれほど区別できない場合であっても、加速度データ及び加速度方向の個々の事
象のシーケンスを使用して、センサデータが、カプセル装置をオンにすることを確認する
ユーザの手の動きからのものであるかどうかを正確に判定することができる。
【００４６】
　消費電力を節約するために、第３の加速度期間は予め設定された制限時間を有する。第
３の加速度期間の予め設定された制限時間が終了すると、カプセルは非稼働状態に戻され
、すなわち、第１の期間で第１のサンプリング頻度でカプセルの３次元の加速度を監視し
、第１の加速度値を計算することを含む非動作状態に戻される。第３の加速度期間の時間
制限又は間隔は、約５秒～１分である。一例では、第３の加速期間の時間制限又は間隔は
約１０秒である。
【００４７】
　図２及び図３は、ここに開示された方法の実際の例を示す。一実施形態では、この方法
は以下のステップを含む。すなわち、低速サンプルモードでの第１の加速度データの検出
する；第１の加速度データが第１の臨界加速度値以上であれば、高速サンプルモードで第
２加速度データを収集する；２つ以上の軸についての結合された加速度データが第２の臨
界加速度値よりも大きい場合には、カプセルを予備稼働状態に置く；カプセルと外部ユー
ザインタフェースとの間の無線通信ユニットをオンにする；カプセルをオンにするための
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コマンドを外部ユーザインタフェースから受信する；カプセルをオンにする。結合された
加速度データが第２の閾値未満である場合、カプセルを、第１の期間にわたって低速サン
プルモードでカプセルの加速度を３次元で監視し、第１の加速度値を計算することを含む
非作動状態に戻す。
【００４８】
　別の実施形態では、ここに開示される方法は、以下のステップを含む。第２の期間で高
速サンプルモードの下で、個々の加速軸に沿った個々の加速度データの第２のグループを
検出する；第２の期間における第２の個別加速度データのグループに基づく合計加速度デ
ータが、５ｇである第２の臨界加速度値を超えているかどうかを判定する（ここでｇは地
球上の重力加速度９．８ｍ／ｓ2をいう）；第３の加速度データのグループを生成するた
めの１つ以上の手の動きの入力をユーザに要求する；第３のグループの水平方向加速度デ
ータと垂直方向加速度データとを検出する；第３のグループの水平方向加速度データと垂
直方向加速度データの結合された加速度データが第３の臨界加速度値を超える場合には、
カプセルをオンにする；そうでない場合には、カプセルを、第１の期間にわたって低速サ
ンプルモードでカプセルの加速度を３次元で監視し、第１の加速度値を計算することを含
む非作動状態に戻す；第１の加速度データが第１の臨界加速度値を超えると、高速サンプ
ルモードでカプセルを監視する。
【００４９】
　本発明はまた、前述の方法ステップを実施するシステムに関する。システムはカプセル
装置を含む。任意的には、システムは、カプセル装置との通信に使用される外部ユーザイ
ンタフェースをさらに含む。
【００５０】
　カプセル装置は、患者の消化管をナビゲートするように構成される。カプセル装置は、
ハウジングと、加速度センサと、マイクロコントローラユニットと、電源とを備える。本
発明の態様によれば、ハウジングは、カプセルの最長寸法である長さＬを有する。加速度
センサは、第１の期間において第１の頻度でカプセルの３次元の加速度を検出するように
構成され、加速度センサは３つの軸ｘ、ｙ、ｚを有する。加速度センサのｚ軸は、カプセ
ルハウジングの長さＬに平行であり、加速度センサのｘ軸及びｙ軸は、カプセルハウジン
グの長さＬに対して垂直である。マイクロコントローラユニットは、加速度センサに接続
され、加速度センサからの入力を受け取り、計算を実行し、カプセルの現在の状態を決定
するように構成される。現在の状態は、第１の期間、第２の期間又は第３の期間を含む。
カプセル装置はまた、加速度センサ、マイクロコントローラユニット及びカプセル開始ユ
ニットに電力を供給する電源を備える。カプセル初期化ユニットは、カプセルの予備稼働
状態で動作する。カプセル開始ユニットは、さらなる情報を要求するためにカプセルのユ
ーザにアラートを送信する。
【００５１】
　本発明の一態様では、カプセル装置は、三次元センサを備える。
【００５２】
　一実施形態では、カプセル開始ユニットは、外部ユーザインタフェースに情報を送り、
外部ユーザインタフェースからコマンドを受信する無線通信モジュールを含む。
【００５３】
　別の実施形態では、カプセル開始ユニットは、カプセルハウジング内にあるＬＥＤライ
トを含み、このＬＥＤライトが点灯され、予備稼働状態にカプセルがコンディショニング
されていることをユーザにアラート又は通知し、ユーザインタフェースからの又は手の動
きによる入力を含むさらなる確認を要求する。
【００５４】
　ここに開示されるカプセル装置は、モータを備える振動カプセルである。
【００５５】
　ここに開示されるカプセル装置は、イメージセンサを備えるカプセル型内視鏡である。
【００５６】



(20) JP 2019-517866 A 2019.6.27

　ここに開示されたカプセル装置は、カプセル機能コンポーネント及びカプセル構造コン
ポーネントを含む。本発明の態様によれば、カプセルは、任意の形状及び幾何学形状を有
することができる。カプセル装置のハウジングには、ダイヤモンド状、楕円形、長尺状、
水雷形（ｍａｒｑｕｉｓｅ）、ダンベル形などが含まれるが、これらに限定されない。一
例では、図１に示すように、カプセル装置は長尺状であり、２つのハーフドーム状の端部
を有する。図１を参照すると、カプセル装置のハウジングは、前端部及び後端部を有する
。カプセルは、Ｌと表記される長さを有する。加速度センサは、カプセルの内部に配置さ
れ、３つの軸ｘ、ｙ、ｚを有し、ｚ軸はカプセル長Ｌに垂直であり、ｘ軸及びｙ軸はカプ
セル長Ｌに平行である。カプセルの長さは、カプセルを保護するハウジングの長さから測
定される。本発明において、カプセル装置のハウジングは、カプセル装置の長さに沿った
軸を有する。
【００５７】
　本発明の態様によれば、カプセル装置は、患者の消化管内に配置され得る限り、任意の
寸法又はサイズを有することができる。例えば、嚥下などの非侵襲的方法でカプセル装置
を患者の消化管内に導入することが好ましい。ここで、患者には、ヒトと動物の両方が含
まれる。図１を参照すると、カプセル装置は、その前端部から後端部までの長さを有する
。一例では、カプセル装置の長さは２７．６ｍｍである。図１を参照すると、カプセル装
置は、２つのハーフドーム状の端部を有する。ハーフドーム状の端部の直径は、カプセル
装置の直径である。一例では、カプセル装置の直径は、約１１．８ｍｍである。
【００５８】
　本発明の態様によれば、カプセル装置は、動いたり振動したりするときに患者に重大な
不快感を引き起こさない限り、どのような重量のものであってもよい。重量は、カプセル
軸に沿って、及びカプセル軸の周りに分配される。図１に示すように、電源ユニット、加
速度センサ及び他の機能ユニットは、カプセル装置の長さに沿って配置される。一例では
、カプセルの重量は６ｇ未満である。別の例では、カプセルの重量は５ｇ未満である。さ
らに別の例では、カプセルの重量は４．５ｇ未満である。さらに、ここに開示されるカプ
セル装置は、消化管壁をマッサージして生体内消化状態を改善するための攪拌又は動きの
いずれかを生成するように構成される。一例では、カプセルの重量は２ｇを超える。別の
例では、カプセルの重量は３ｇ未満である。さらに別の例では、カプセルの重量は４ｇ未
満である。さらに別の例では、カプセルの重量は４ｇ未満である。さらに別の例では４．
５ｇを超える。
【００５９】
　一実施形態では、電力供給ユニットは、電力管理ユニットを介してカプセル装置内のす
べてのカプセル機能ユニットに電力を供給する。一例では、電力管理ユニットは、極低電
力消費を達成するためにカプセルの電力使用を管理するためのマイクロコントローラ及び
他のユニットを含む。
【００６０】
　本発明の態様によれば、ここに開示される無線通信ユニットは、Ｒｆ通信方法、ＡＣ電
流磁界相互作用方法、及び／又は胴体接触電極方法から選択することができる。一実施形
態では、無線通信ユニットは、Ｒｆアンテナ、Ｒｆトランシーバモジュール、ＰＣＢ上の
ビルドイン又は独立のマイクロコントローラを含む。無線通信部を介して、カプセル装置
は、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）装置との接続を確立することができ、このＢｌｕｅ
ｔｏｏｔｈ装置は今度、スマートフォン又はインターネットデータセンター又はクラウド
サーバセンターのような外部ユーザインタフェースなどの外部ユーザインタフェースと通
信する。Ｒｆトランシーバは、通信サンプリング周波数として４３３ＭＨｚ又は２．４Ｇ
Ｈｚのいずれかを使用できる。
【００６１】
　別の実施形態では、無線通信ユニットは、カプセル装置の現在の状態を識別するために
センサデータを比較して計算するマイクロコントローラユニットから情報を受信する。
【００６２】
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　一実施形態では、外部デバイスの外部ユーザインタフェースは、データセンター又はク
ラウドサービスセンターを有するネットワークにさらに接続されたスマートフォンユーザ
インタフェースである。外部装置は、無線通信ユニットから特定の個別のカプセル識別情
報を取り出すことができるユーザ固有の装置である。ユーザは、カプセルの装置をオンに
するための確認として手の動き又は選好のユーザ特定シーケンスをカスタマイズすること
ができる。
【００６３】
　本発明の一態様では、カプセル装置は、３次元加速度センサを含み、加速度センサは、
３次元の３つの軸を有し、３次元の加速度を検出することができる。本発明の別の態様で
は、加速度センサは１次元センサのみである。１次元センサは、１つの軸のみを有し、１
次元の加速度しか検出することができない。カプセル内で１次元センサが使用される場合
、方向は、カプセルの長さ方向に平行なｚ方向として示される。
【００６４】
　一実施形態において、一次元加速度センサのみを含むカプセル装置を使用する方法は、
その長さ方向に沿うが相反する方向にある加速度データを２回収集することによってカプ
セルをオンにすることを含む。例えば、カプセル装置の使用者は、カプセルをその長さ方
向に保持することで、その長さ方向が垂直に位置するようにしてから、カプセルを上下に
動かすことができる。その後、カプセルを反転させて、同じ手の動きを再び行うことがで
きる。この実施形態では、カプセルが包装されて出荷されるとき、カプセルは、その長さ
方向が垂直ではなく水平であるように横たわっている。その後、カプセルをオンにする必
要があるとき、カプセルをその長さ方向に上下に動かすことで、加速度を作り出すことが
できる。次に、カプセルを１８０度回転させ、手の動きを再び作り出す。個々の手の動き
によって生成された加速度は、直後に続く第２の動きと組み合わされて、通常の輸送中に
遭遇しないカプセル動きパターンを共同で作り出す。
【００６５】
　前述のカプセル装置を使用する方法では、加速度センサが検出するサンプル速度又はサ
ンプル頻度は、特定のユーザ又は地理的情報を有する履歴ファイルに格納することができ
る。
【００６６】
　上記の検討は実証目的のためのものであり、上で検討した例は多くの可能な例のいくつ
かであることは、当業者には理解されるであろう。他の変形も適用可能である。
【００６７】
　本明細書において、「一実施形態」、「実施形態」、「例示的実施形態」などの参照は
、実施形態に関連して説明される特定の特徴、構造、又は特性が、本発明の少なくとも１
つの実施形態に含まれることを意味する。本明細書の様々な場所におけるそのようなフレ
ーズの出現は、すべて同じ実施形態を参照するものではない。さらに、特定の特徴、構造
、又は特性が任意の実施形態に関連して記載されている場合、当業者の知識の範囲内で、
そのような特徴、構造、又は特性を、他の実施形態の特徴、構造、又は特性に応用できる
ことが提示される。さらに、理解を容易にするために、特定の方法手順は独立の手順によ
り線引きされている場合があるが、これらの線引きされた手順は、必ずしも順序に依存し
て行うものと解釈されるべきではない。すなわち、いくつかの手順は、代替の順序付けや
、同時などで実行することができる。さらに、例示的な図は、本開示の実施形態による様
々な方法を示している。このような例示的な方法の実施形態は、本明細書に記載されてお
り、対応する装置の実施形態に適用することができるが、方法の実施形態を限定すること
を意図しない。
【００６８】
　本発明のいくつかの実施形態を図示し説明したが、当業者であれば、本発明の原理及び
思想から逸脱することなくこれらの実施形態に変更を加えることができることが理解され
よう。したがって、前述の実施形態は、本明細書に記載される本発明を限定するのではな
く、すべての点で例示的であると考えられるべきである。したがって、本発明の範囲は、
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前述の記載ではなく添付の特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲の意味及び均
等物の範囲内に入るすべての変更は、包含されることが意図される。本開示において用い
られるように、用語「好ましくは」は非排他的であり、「好ましくは、しかし限定されな
い」ことを意味する。特許請求の範囲における用語は、本明細書に記載された一般的な発
明概念と一致する最も広い解釈を与えられるべきである。例えば、「結合された」及び「
接続する」という用語（及びそれらの派生語）は、直接的及び間接的な接続／結合の両方
を意味するために使用される。別の例として、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」及び「含む（
ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、それら派生語及び類似する中間的な意味を有する用語又は語句
は、「含む」と同義語として使用される（すなわち、すべて「オープン」と考えられる）
。「からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」及び「本質的にからなる（ｃｏｎｓｉｓ
ｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」というフレーズのみが「クローズド」と考
えられるべきである。「…のための手段（ｍｅａｎｓ　ｆｏｒ）」及び関連する機能がク
レームに現れ、クレームがそのような機能を実行するのに十分な構造を提示しない場合で
ない限り、クレームは１１２条６段落（機能的クレーム）により解釈されることを意図す
るものではない。



(23) JP 2019-517866 A 2019.6.27

10

20

30

40

【国際調査報告】



(24) JP 2019-517866 A 2019.6.27

10

20

30

40



(25) JP 2019-517866 A 2019.6.27

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DJ,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,G
T,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KH,KN,KP,KR,KW,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY
,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,
TR,TT,TZ

(74)代理人  110000523
            アクシス国際特許業務法人
(72)発明者  シアオトン・トアン
            アメリカ合衆国９４５６６カリフォルニア州プレザントン、パセオ・サンタ・クルーズ７８８５
Ｆターム(参考) 2H040 BA23  CA02  DA00  DA41  DA54 
　　　　 　　  4C161 DD07  FF14  FF15  FF16  FF17  GG28  TT15  UU07  WW19 



专利名称(译) 使用胶囊装置的系统和方法

公开(公告)号 JP2019517866A 公开(公告)日 2019-06-27

申请号 JP2018562239 申请日 2017-05-11

[标]申请(专利权)人(译) 上海安翰医疗技术有限公司

发明人 シアオトン·トアン

IPC分类号 A61B1/00 G02B23/24

CPC分类号 A61B5/067 A61B1/00006 A61B1/00016 A61B1/00036 A61B1/041 A61B1/045 A61B1/0684 A61B5/073 
A61B5/4255 A61B5/6861 A61B5/7475 A61B2560/0209 A61B2562/0219

FI分类号 A61B1/00.C G02B23/24.A

F-TERM分类号 2H040/BA23 2H040/CA02 2H040/DA00 2H040/DA41 2H040/DA54 4C161/DD07 4C161/FF14 4C161
/FF15 4C161/FF16 4C161/FF17 4C161/GG28 4C161/TT15 4C161/UU07 4C161/WW19

优先权 15/168065 2016-05-29 US

外部链接 Espacenet

摘要(译)

公开了一种胶囊装置，其被配置为导航患者的消化道。 描述了用于基于
加速度打开胶囊的系统和方法。 首先，以慢速采样模式监视胶囊，然后
以快速采样模式监视胶囊。 用户可以输入手的运动并改变加速度以打开
胶囊装置。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/fa6a30c1-047f-4d8b-a616-6e7ff0de07a7
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/060420686/publication/JP2019517866A?q=JP2019517866A

